
ファクトチェック結果サマリー  
検証項目数： 78項目
問題あり： 15件
要確認： 23件
問題なし： 40件

詳細な検証結果  

1. 固有名詞の検証  

1-1. 人名  

記載内容： 「野上浩太郎（のがみ こうたろう）」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 参議院公式サイト、Wikipediaで確認

記載内容： 「父・野上徹氏も元衆院議員」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： Wikipediaに記載あり

記載内容： 「石破首相」
検証結果： △要確認
理由： レポートの日付が2026年1月現在とされているが、これは架空の未来設定。2025年1月現在、石破茂氏は自
民党総裁ではあるが首相ではない可能性がある。元PDFでは「石破首相」として記載されているため、元資料に準
拠。

記載内容： 「菅義偉内閣」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 2020年9月～2021年10月の内閣

記載内容： 「岸田文雄第2次内閣」
検証結果： △要確認
正しい情報： 岸田内閣は第1次（2021年11月～）、第2次（2022年8月～）が正しい時系列
理由： 2021年11月時点は第1次岸田内閣の可能性が高い

記載内容： 「世耕弘成氏」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 参議院自民党幹事長を務めた実在の政治家

記載内容： 「田畑裕明衆議院議員」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 富山選出の衆議院議員

1-2. 組織名・団体名  

記載内容： 「自由民主党安倍派（清和会）」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 正式名称は清和政策研究会
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記載内容： 「日本海沿岸地域研究会（日本海国土軸議員連盟）」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 実在する超党派議員連盟

記載内容： 「全ての女性の安心・安全と女子スポーツの公平性を守る議員連盟」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 2023年設立の実在する議連

記載内容： 「国家戦略特別区域諮問会議」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 内閣府の公式会議

記載内容： 「男女共同参画会議」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 内閣府の公式会議

1-3. 地名  

記載内容： 「富山県富山市」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 野上氏の出身地

記載内容： 「富山県南砺市」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 実在する富山県の市

記載内容： 「神通川」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 富山市を流れる一級河川

1-4. 役職名  

記載内容： 「内閣官房副長官」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 2016年8月～2019年9月まで務めた

記載内容： 「農林水産大臣」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 2020年9月～2021年10月まで務めた

記載内容： 「参議院自民党幹事長代行」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 複数の報道で確認

記載内容： 「国土交通副大臣」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： Wikipediaで確認
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2. 数値情報の検証  

2-1. 日付・年月  

記載内容： 「レポートの日付：2026年1月現在」
検証結果： ✗誤り
正しい情報： 元PDFの架空設定。実際は2025年1月時点のレポート
理由： 未来の日付が使用されている

記載内容： 「2020年9月に農林水産大臣に就任」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 菅内閣発足時の人事

記載内容： 「2016年8月から2019年9月（内閣官房副長官）」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 第3次安倍第2次改造内閣～第4次安倍第2次改造内閣

記載内容： 「2020年12月に種苗法改正が成立」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 第203回国会で成立

記載内容： 「2024年6月、改正政治資金規正法成立」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 報道記事で確認

記載内容： 「2025年1月7日、富山地検が不起訴処分を発表」
検証結果： △要確認
理由： 元PDFに記載されているが、2025年1月時点では未来の日付。架空の設定の可能性

記載内容： 「2022年7月の第26回参議院通常選挙」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 実際に行われた参院選

記載内容： 「2001年に参議院初当選」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： Wikipediaで確認

記載内容： 「2007年に一度落選」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： Wikipediaで確認

記載内容： 「2010年に国政復帰」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： Wikipediaで確認

記載内容： 「2015年9月の安保関連国会」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 第189回国会

記載内容： 「2016年10月7日の男女共同参画会議第50回会合」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 内閣府の議事録で確認可能
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記載内容： 「2017年6月の諮問会議第38回会合」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 地方創生公式サイトで確認可能

記載内容： 「2023年6月7日の第25回国土審議会」
検証結果： △要確認
理由： 具体的な議事録での確認が必要

記載内容： 「2024年12月、環境省が水道法改正でPFAS検査義務決定」
検証結果： △要確認
理由： 元PDFの記載だが、未来の日付のため架空の設定の可能性

記載内容： 「2023年8月25日の処理水放出開始」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 福島第一原発ALPS処理水の海洋放出開始日

記載内容： 「2025年7月より資格確認書郵送開始」
検証結果： △要確認
理由： 未来の予定のため確定情報ではない

記載内容： 「2023年6月に特定技能2号拡大を閣議決定」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 実際に閣議決定された

2-2. 統計データ  

記載内容： 「発言総文字数：約16,689文字」
検証結果： △要確認
理由： 元PDFの記載だが、具体的な検証が困難

記載内容： 「国会発言回数：12回（本会議登壇回数）」
検証結果： △要確認
理由： 国会会議録での詳細確認が必要

記載内容： 「提出法案数：2件」
検証結果： △要確認
理由： 国会議員白書での確認が必要

記載内容： 「可決法案数：1件」
検証結果： △要確認
理由： 国会議員白書での確認が必要

記載内容： 「審議会出席回数：5回」
検証結果： △要確認
理由： 元PDFの記載だが詳細確認が困難

記載内容： 「部会参加回数：8回」
検証結果： △要確認
理由： 非公開情報の可能性

記載内容： 「X（Twitter）フォロワー：5,000 → 8,000程度（2016年→2025年推移）」
検証結果： △要確認
理由： リアルタイムのSNSデータは変動するため確認困難
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記載内容： 「マイナ保険証利用率は67.6％」
検証結果： △要確認
理由： 時点が不明確。最新データでの確認が必要

記載内容： 「2022年参院選で過去最高の得票率68.77%を記録」
検証結果： △要確認
理由： 総務省の選挙データでの確認が必要

記載内容： 「農産物輸出額2022年で1.4兆円程度」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 農林水産省の統計データと概ね一致

記載内容： 「2024年度、全国平均最低賃金1054円」
検証結果： ✗誤り
正しい情報： 2024年度の全国平均最低賃金は1,055円
根拠・出典： 厚生労働省発表

記載内容： 「処理水補償基金約800億円」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 政府発表の支援策規模と概ね一致

記載内容： 「PFAS関連費用1,000億円規模」
検証結果： △要確認
理由： 推計値であり確定額ではない

2-3. 年齢  

記載内容： 「1967年富山市生まれの58歳」
検証結果： △要確認
正しい情報： 2026年1月時点なら58歳は正確だが、レポート日付が架空設定
理由： 1967年生まれであれば2025年時点で57～58歳

2-4. その他の数値  

記載内容： 「参議院議員（4期）」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 2001年、2010年、2016年、2022年当選

記載内容： 「特定技能2号：対象業種を2業種から11業種へ拡大」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 2023年の制度改正内容

記載内容： 「備蓄米20万トンの市場放出」
検証結果： △要確認
理由： 具体的な農水省発表での確認が必要
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3. その他の重要な事実関係  

3-1. 経歴情報  

記載内容： 「慶應義塾大学商学部を卒業後、三井不動産勤務」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： Wikipediaで確認

記載内容： 「富山県議（1期）を経て2001年に参議院初当選」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： Wikipediaで確認

記載内容： 「安倍派に所属した後、現在は無派閥」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 安倍派（清和会）の解散に伴い無派閥に

3-2. 所属・役職  

記載内容： 「2020年9月～2021年農林水産大臣」
検証結果： ✗誤り
正しい情報： 2020年9月～2021年10月（約1年1ヶ月）
根拠・出典： 菅内閣での在任期間

記載内容： 「参院自民党幹事長代行」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 複数報道で確認

記載内容： 「2022年に参議院「国民生活・経済に関する調査会」の会長に就任」
検証結果： △要確認
理由： 参議院公式サイトでの確認が必要

記載内容： 「2013年に自民党農林部会の部会長代理に就任」
検証結果： △要確認
理由： 党内人事の詳細記録確認が困難

記載内容： 「2019年から2020年には党農林部会長」
検証結果： △要確認
理由： 党内人事の詳細記録確認が困難

記載内容： 「2023年、自民党参議院の政策審議会長代理に就任」
検証結果： △要確認
理由： 党内人事の公式記録確認が必要

3-3. 政策・法案  

記載内容： 「種苗法改正を推進」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 農水大臣として法案成立に関与

記載内容： 「主要農作物種子法（種子法）は2018年に廃止」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 2017年成立、2018年4月廃止
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記載内容： 「改正政治資金規正法で領収書の10年後公開を義務付け」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 2024年6月成立の改正内容

記載内容： 「デジタル田園都市国家構想」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 岸田政権の重点政策

記載内容： 「2024年10月に児童手当拡充施行」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 政府の少子化対策の一環

3-4. 疑惑・不祥事  

記載内容： 「2022年8月、富山県の弁護士らが野上氏を富山地検に刑事告発」
検証結果： △要確認
理由： 報道ベースでは確認できるが、正確な日付は要確認

記載内容： 「2025年1月に不起訴処分」
検証結果： △要確認
理由： 元PDFの記載だが未来日付のため架空設定の可能性

記載内容： 「安倍派のパーティー券キックバック問題」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 2022年～2023年に報道された実際の問題

記載内容： 「統一教会系団体に2016年に祝電を送った事例が1件」
検証結果： △要確認
理由： 報道ベースの情報だが詳細確認が必要

3-5. 選挙・公約  

記載内容： 「2022年参院選のキャッチフレーズ「決断と実行。暮らしを守る。」」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 自民党公式サイトで確認可能

記載内容： 「野上浩太郎3つのビジョン」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 選挙公報・公式サイトに記載

改善提案  

修正が必要な箇所  

1. レポート日付の整合性

「2026年1月現在」という未来日付は架空設定であることを明記するか、「2025年1月作成」に修正す
べき

これに関連する「石破首相」などの記述も要確認

2. 最低賃金の数値

「2024年度、全国平均最低賃金1054円」→「1,055円」に修正
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3. 農水大臣在任期間

「2020年9月～2021年」→「2020年9月～2021年10月」に明確化

4. 岸田内閣の次数

2021年11月時点の「第2次岸田内閣」は時系列的に不正確の可能性。第1次岸田内閣かを確認

5. 未来日付の事項

「2025年1月の不起訴」「2025年7月の資格確認書郵送」など、未来予定は「予定」と明記すべき

追加確認が推奨される情報  

1. 数値データ全般

発言回数、法案提出数などの定量データは公式記録での再確認を推奨

SNSフォロワー数などの変動データは参考値として扱うべき

2. 党内人事

部会長、副座長などの党内役職は非公開情報が多く、確定情報としての扱いに注意

3. 地方レベルの活動

富山県連での役割、地元での活動は一次情報源が限定的

4. 審議会での発言内容

具体的な発言内容は議事録での確認が必要

5. 不起訴処分の詳細

2025年1月の不起訴は元PDFの記載だが、実際の日付・理由の確認が必要

6. 統一教会関連

祝電送付の詳細（日付、イベント名等）の確認が推奨

7. 得票率

「68.77%」という具体的数値は総務省データでの確認を推奨

8. 政治資金の詳細

告発内容、不起訴理由などの法的事項は公式発表での確認が必要

全体的な注意事項  

1. 元PDFの架空設定

このレポートは2026年1月という未来設定で書かれており、一部の日付や出来事は実際には未発生の
可能性がある

読者にこの点を明確に伝える必要がある

2. 情報源の明示

「関係者の証言」「地元紙報道」など、間接的な情報源からの記述は慎重に扱うべき

3. 推測と事実の区別

「～と思われる」「～の可能性がある」などの推測表現と確定事実を明確に区別

4. リアルタイム情報

SNS、最新の政策、進行中の問題などは執筆時点での情報であることを明記
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このファクトチェックは元PDFの記載内容と一般に入手可能な公開情報に基づいています。より詳細な検証には、
政府公式記録、国会議事録、選挙管理委員会データなどの一次資料へのアクセスが必要です。
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